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■研究目的= 

循環型社会の形成においてはリデュース、リユース（以下、２Ｒ）が重要であるが、いまだ十分進

んでおらず、その研究すら十分行われていない状況にある。その背景には、これらの分析・評価手法

が未確立という問題がある。 

そこで本研究では、 

①既存研究のレビューを行い、２Ｒ対策の分析・評価手法の体系化をはかるとともに、 

②主として販売段階における容器包装の２Ｒ対策について、社会行動学的観点から分析・評価する

ことを目的とする。 

一方、２Ｒといえども必ずしも CO2 の削減になるとは限らず、循環型社会と低炭素社会の両立の観

点からは、これらを調和させるための分析・評価手法も必要である。 

そこで本研究では、 

③エネルギー消費型耐久消費財の長期使用を例として、ライフサイクルの環境影響評価に基づいて、

消費者が長期使用・早期買替を判断するための意思決定支援手法を開発することも目的とする。 

 

■研究方法、および、結果と考察= 

 

１．リデュース・リユース対策の分析・評価手法のレビューと体系化 

1.1 はじめに 

本研究では、２Ｒを生活者・企業の物質使

用量の削減行動であると位置づけ、関連研究

を収集して７つの主要な研究タイプに分類

した。そしてこれを２Ｒを促進する際の４つ

のフェーズと関連づけて整理した（図１）。

本研究では、このうち１）、３）、４）、５）

に関連して実証研究を行うとともに、分析・

評価手法の体系化を試みた。 

 

1.2 ２Ｒ行動の分類と効果指標 

 ２Ｒ促進のターゲットとなるモノを検討

する際には、そのモノに対して適用可能な２Ｒ行動を抽出し、その効果を把握する必要がある。その

際、物質フローへの影響に着目した２Ｒ行動の類型があれば、その抽出・把握が容易になる。本研究

１）２Ｒ行動の定義・分類
２）２Ｒ型製品デザイン・
生産手法の開発

３）２Ｒ行動・資源・ごみの
指標開発・実態把握

４）２Ｒ行動の環境負荷評価

５）行動モデル研究
６）プログラムの効果分析
７）制度・働きかけデザイン

３）、４）、６）

②②環境効果の推定・評価環境効果の推定・評価

③③促進メカニズム・デザイン促進メカニズム・デザイン

④④ モニタリングと評価・改善モニタリングと評価・改善

①① ターゲットの設定ターゲットの設定

２Ｒ行動の２Ｒ行動の

３）、４）、６）３）、４）、６）

②②環境効果の推定・評価環境効果の推定・評価

③③促進メカニズム・デザイン促進メカニズム・デザイン

④④ モニタリングと評価・改善モニタリングと評価・改善

①① ターゲットの設定ターゲットの設定

２Ｒ行動の２Ｒ行動の

②②環境効果の推定・評価環境効果の推定・評価

③③促進メカニズム・デザイン促進メカニズム・デザイン

④④ モニタリングと評価・改善モニタリングと評価・改善

①① ターゲットの設定ターゲットの設定

２Ｒ行動の２Ｒ行動の

２Ｒ促進の取り組み手順
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表 1 各構造要素の意味づけと２Ｒ行動のタイプの関係、および２Ｒ行動の効果指標の例 
構
造
要
素 

生活活動量 
 製品使用量  
 生活活動量 

 製品保有量  
 製品使用量 

 新規製品生産量  
製品保有量 

  製品質量   
新規製品生産量 

製品及び 
容器包装質量 

製品質量 

物質使用量 
製品及び 

容器包装質量 

意
味 

生活活動量の
適正化 
(足るを知る) 

製品の使用
回避 
(モノに依存
しない) 

製品の稼働率向
上 (モノの稼働
率を上げる) 

製品の長期活用
(モノを長く活用
する) 

製品の省資源化
(コンパクトなモ
ノを使う) 

容器包装の省
資源化(容器包
装を減らす) 

生産工程の省
資源化(効率よ
くモノをつく
る) 

２
Ｒ
行
動
タ
イ
プ 

①過剰消費の
抑制 

②製品の使
用回避（人力
での活動、自
然の利用等） 

③製品の共有
（シェアリン
グ、リース等） 
④未利用製品の
活用（中古製品
の流通等） 

⑤製品の長期活
用（修理等） 

⑥製品の省資源
化（小型化、軽量
化、省エネ化等） 
 

⑦容器包装の
省資源化（簡素
化、軽量化、ﾘﾀ
ｰﾅﾌﾞﾙ化、詰替
化等） 
 

⑧生産工程の
省資源化（歩留
まりの向上、省
エネ化、部品の
リユース等） 

⑨製品の使用ロスの回避 

２
Ｒ
行
動
例 

①[飲食]腹八
分目の食事 

②[洗濯]洗濯
物の手洗い
や日干し 

③[洗濯]2 世帯
での洗濯乾燥機
の共有 
④[洗濯]未利用
洗濯乾燥機の中
古取引による利
用 

⑤[洗濯]洗濯乾燥
機の長期使用 

⑥[洗濯]洗濯乾燥
機の軽量化 
 

⑦[飲食]容器包
装の簡素化、ﾘﾀ
ｰﾅﾌﾞﾙ容器・詰
替容器の利用 

⑧[洗濯]部品リ
ユースによる
洗濯乾燥機の
製造 

⑨[飲食]食べ残しの回避 
効
果
指
標
例 

①[飲食]食品
摂取量 

②[洗濯]洗濯
量あたりの
洗濯乾燥機
使用回数 

③④[洗濯]洗濯
乾燥機使用回数
あたりの洗濯乾
燥機保有量 

⑤[洗濯]洗濯乾燥
機の保有量あた
りの新規生産量
（もしくは、洗濯
乾燥機の平均寿
命） 

⑥[洗濯]洗濯乾燥
機の質量 
 

⑦[飲食]食品の
容器包装使用
強度 
 

⑧[洗濯]洗濯乾
燥機の物質使
用強度 

⑨[飲食]食品摂取量あたりの新規食
品生産量（もしくは、食品廃棄率） 

 

 

では、国立環境研究所のこれまでの検討1を踏まえつつこれを発展させ、２Ｒ行動を９タイプに分類し、

これを物質使用量（廃物排出量2）の構造分解と関係づけて表１のように体系化した。 

 物質使用量の構造分解においては、物質使用量を表の最上段に示す構造要素で説明するものとし、

下部にはそれぞれの行動例と効果指標例を記している。２Ｒの効果は、最終的には物質使用量の削減

にどの程度寄与するかによって評価されるが、物質使用量はさまざまな要因によって影響を受けるた

め、特定の行動の効果指標としては感度が高くない。そのため、物質使用量との関係が明瞭で、かつ

より感度の高い指標を効果指標として採用するのが望ましい。表１ではそのような指標を志向したも

のである。２Ｒ行動の効果は、この効果指標値の変化によって評価できる。また物質使用量の変化は、

他の項を係数として掛けることで推定できる。製品・容器包装量を推定する場合には、最後の項を省

けばよい。２Ｒ行動のうち①～⑤、および⑨の指標については、使用段階の情報が必要になるため、

基本的には消費者調査が必要となる。一方、⑥～⑧については、商品・製造データと購買データによ

って評価できる場合が多い。後者について 1.3 で報告する。前者のうち④と⑨については消費者調査

による推計を検討したが、紙面の都合で割愛する。 

 

1.3. POS データを用いた２Ｒ行動の効果推定手法 

 1.2 で分類した２Ｒ行動のうち、製品設計と購買行動によって実現することが多い⑥製品の省資源

化、⑦容器包装の省資源化、⑧生産工程の省資源化、の効果推計のために、POS データを用いた手法

を検討した。本研究では詰替化、コンパクト化、飲料容器の変更、粉末商品化などの効果を推計した。

ここではシャンプーの詰替化を例として、容器包装の発生抑制効果の経年変化を示す。 

(1) 調査・分析方法 

 すべて非詰替品の状態を基準としたときの詰替化による現時点の発生抑制効果は、表１を踏まえて、

次のように求めることができる。ただしここでは、物質使用量ではなく製品及び容器包装質量の変化

を検討する。なお、詰替品と非詰替品で製品質量に変化はないとする。 

発生抑制効果＝非詰替品 100％のときの製品及び容器包装質量－現時点の製品及び容器包装質量 

                                                
1 国立環境研究所（2009）近未来の資源循環システムと政策・マネジメント手法の設計・評価 を参照した。 
2 表の「物質使用量」を「廃物排出量」に置き換えても、ほぼ同様の構造分解が可能となるが、ここでは物質使用量を用い

て記述する。 
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＝総製品質量×（非詰替品の製品及び容器包装質量／製品質量） 

 －総製品質量×（非詰替シェア×非詰替品の製品及び容器包装質量／製品質量 

         －詰替シェア×詰替品の製品及び容器包装質量／製品質量） 

＝総製品質量×詰替シェア 

 ×（非詰替品の容器包装質量／製品質量－詰替品の容器包装質量／製品質量） 

 詰替シェアの経年変化推定には、スーパー系販売店の補足率が高い日本経済新聞デジタルメディア

の POS データを用いた。非詰替品、詰替品の容器包装質量／製品質量は、既存文献データに実測調査

データを加えて求めた。 

 なお発生抑制ポテンシャルの場合は、［現時点の製品及び容器包装質量－詰替品 100％のときの製

品及び容器包装質量］が指標となるが、ほぼ同様の手法とデータで推定することができる。 

 (2) 結果と考察 

 解析の結果、シャンプーの内容

量ベースでみた詰替品販売割合は

2000年度には約3割であったもの

が、2008 年度には約７割程度まで

増加しており、この約 10 年間で、

詰替商品が大幅に普及したことを

確認した。また、これらの詰替品

の容器重量は非詰替品の 1/5 程度

であることから、詰替商品の普及

によってこれらに用いられる容器

廃棄物が 5～6 割に削減できてい

ると推計された（図 1.2）。 

 なお POS データを用いる本手

法の適用性を検討し、POS データに含まれている商品名で商品属性が分からないものは別途製品情報

を調査する必要があること、主要な販売ルートを POS データがカバーできていること、拡大推計には

同種製品の全国統計データが存在していることが望ましいこと等の留意点があることを示した。 

 

２．エネルギー消費型耐久消費財の長期使用・早期買替を判断するための 

意思決定支援手法の開発 

2.1. はじめに  

２Ｒ行動についても条件によっては環境負荷が増加する可能性があるため、状況によってＬＣＡが

必要となる。本研究では、既存の２Ｒ行動のＬＣＡ結果のレビューに加えて、いくつかの２Ｒ行動の

ＬＣＡを実施した。中でも家電製品等のエネルギー消費型耐久消費財については、新機種の方が省エ

ネ性能が良く、長期使用するよりも早期買替する方がエネルギー消費を削減できるが、廃棄処理に伴

う各種の環境負荷を考慮すると、全体の環境負荷が低減できる場合がどのような場合かは定かではな

い。これまでにも、製品の早期買替を検討した研究はあるが、条件が固定されていたり、評価項目が

CO2 だけであるなどの課題を残しており、これらの課題をクリアしたツールの開発が望まれている。

また、家電エコポイント制度の実施により、買替判断についての社会的関心も高まっている。 

そこで本研究では、同一種類の省エネ製品への買替だけでなく大型製品への買替などの状況におい

ても、一般消費者が買い替えすべきかどうかを容易に判断できる意思決定手法を確立することとした。

そのために、買替判断手法の提案と評価データの収集、多様な条件での買替判断、複数の環境負荷を

考慮した場合の評価、ならびに買替を先延ばしすべきかを判断する場合の評価手法を検討した。 

 

2.2. 買替判断手法の提案（prescriptive LCA アプローチの提案） 

省エネ製品を買い替えすべきかどうかを一般消費者が容易に判断できる意思決定手法を確立するた

めには、A)消費者の買替における規範的な行動指針を提供できる、B)消費者が直面する様々な買替状

 シャンプー

詰替

非詰替

詰替
未使用時

70%55%56%41%33%
詰替商品割合
（内容量ベース）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2000年度 2002年度 2004年度 2006年度 2008年度

容
器
重
量
（
ト
ン
）

化学工業統計のデータにPOSデータの
販売割合を乗じて拡大推計

27% 38% 45% 44% 56%

（セット品含む）

図 1.2 POS データに基づく容器重量削減率の経年変化の推定 
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況で具体的な買替判断を行える等の要件が満たされる必要がある。そこで、prescriptive LCA という評

価アプローチを提案した。この手法は、早期買替しない場合と早期買替する場合の環境負荷量を比較

した次式の等環境負荷線を用いて、個別のケースにおいて早期買替した方が環境負荷量が小さいかを

評価するというものである。 

ε≦１－φ・γ 

ここで、 ** O

U

N

U CC 、
av

O

U

O

W

O

M

yC

CC






*
 、

O

W

O

M

N

W

N

M

CC

CC




 で、εは

現保有製品に対する新製品の使用時エネルギー消費量

の比（改善率）、φは非使用時（製造と廃棄等）の環境

負荷量の改善率、γは現保有製品における非使用時と使

用時との環境負荷量の比である。また、Cは環境負荷量、

yav は当該製品の標準的な使用年数、yEは早期買替する時

点における現保有製品の使用年数、右肩の O は現保有製

品、N は新製品、*は年あたりの値をそれぞれ示し、下

付の M は製造過程、U は使用過程、W は廃棄過程を意

味する。 

 この評価に必要なデータセットは 1 年目と 2 年目に調

査を実施した。 

 

2.3. 多様な買替条件における買替評価 

 省エネ型製品への早期買替、大型製品等製品種の異な

る製品への買替など、多様な買替条件での買替評価を行

った。 

その結果、現保有製品がワイド型 28 インチテ

レビで 8～10 年経過した後に買い替える場合（図

2.1）、標準的な使用時間が 4.5 時間の場合は、ト

ップランナー（TR）機種もしくは同サイズのテ

レビへの買替は行うべきだが、10 インチ上の平

均クラスへの買替は避けるべきと判断できた。す

でに TR 機種を保有している場合の買替はどち

らともいえない結果になった。また、あまり使用

しない場合は買替すべきでないと判断されるケ

ースも多く存在することが示された。8～10 年経

過したエアコンと冷蔵庫を買替する場合につい

ても同様に検討したところ、エアコンは使用時間

が尐ない場合や既に当時の TR 機種を保有して

いる場合に買替すべきでないと判断されること

がある一方で、冷蔵庫は検討した条件全てで買替

すべきと判断された。 

 

2.4. 複数の環境影響を統合化した場合の買替評価 

複数の環境影響の統合化手法として、ライフサ

イクルアセスメントで用いられる代表的な 3 つ

の手法（LIME、EPS、Eco-indicator’99）を用いて

評価を行った。図 2.2 には、エネルギー消費のみ

での評価および 3 つの統合化手法をそれぞれ用

いた場合の、冷蔵庫（容量 451～500L）、テレビ（25 型 CRT→32 型液晶）について 1998 年製の製品か

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4

製造と廃棄時のエネルギー消費負荷と
使用時のエネルギー消費負荷との比γ

使
用
段
階
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
改
善
率

ε

等環境負荷線等環境負荷線

4.5h/d
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図 2.1 テレビを 8～10 年経過後に買替する場

合とそうでない場合との等環境負荷線（エネ

ルギー消費のみを考慮、φ=1 の場合、横方向

は±σ値と±2σ値を図示） 

図 2.2 冷蔵庫、テレビを 10 年経過後に買替する場合の

使用時環境影響改善率と製造・廃棄時の環境影響割合 

（等環境負荷線より下であれば買替すべき） 
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ら 2008 年製の製品に買い替えた場合の使用時環境影響の改善率ε、製造・廃棄時の環境影響割合γを

プロットした。 

冷蔵庫のように使用時のエネルギー消費量が大きく、使用時間も長い製品では環境負荷物質の排出、

鉱物資源消費および廃棄物処分場消費などの影響を統合化してもエネルギー消費のみで評価した場合

と大きく結論が変わらず、基本的に早期買い替えが好ましい。一方、テレビのように使用時間が短い

製品では使用時エネルギー消費の改善効果に比べて旧製品の廃棄や新製品の製造に伴う環境影響が大

きくなるため、早期買い替えすべきではない（図 2.2 では等環境負荷線より右にプロット）という結

果となる。今回採用した 3 つの統合化手法については採用する影響評価モデルや評価対象地域などに 

違いがあるが、いずれの手法を用いた場合でも上記の結論は同様であった。 

また、今回の評価においては、廃棄物処分場消費による影響が比較的大きいなど、地域性のある環

境影響が重要な部分を占めていたため、評価手法の選定にはこの点への留意が必要と考えられた。 

 

2.5. 買替を先延ばしすべきかの判断 

 早期買替を先延ばしする場合の判断においては、早期買替をする場合と早期買替を yd年延長する場

合とを比較する必要がある。判断する時点の yd 年後にさらにεd の消費段階におけるエネルギー消費

の改善が実現しそうと判断できるとすると、次式が成立する条件においては判断時点で買替を先延ば

しせずに即座に買替する方が望ましい。 
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 この式を用いて、試算を行った結果を図 3.3 でに示す。この結果より、買替判断時点の 1 年後に製

品の使用段階の省エネ性能が 5%（εd＝0.95）改善すると予見される場合には、エアコン、冷蔵庫と

もに、買替を先延ばしをした方がよいことが分かる。一方、買替判断時点の 3 年後に製品の使用段階

の省エネ性能が 10%（εd＝0.90、1 年あたりでみれば平均 3.3%）改善すると予見される場合には、エ

アコンは買替を先延ばしをした方がよいが、冷蔵庫は先延ばしをせずにその時点で買替した方がよい

ことが分かった。 
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図 2.3 買替を先延ばしする場合の等環境負荷線 

 

３．容器包装のリデュース・リユース対策の分析・評価 

3.1 はじめに 

２Ｒ行動を普及させるためには、２Ｒ行動の受容性、および受容性に影響する要因について把握す
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ることも必要となる。本研究では販売段階における容器包装の２Ｒ対策として生鮮青果物の裸売り、

各種食品のセルフ量り売り、肉の袋売りを取り上げて、その実態と効果について検討するとともに、

受容性およびその要因について分析を行った。特に近年注目されている肉の袋売りについて、多様な

調査・分析手法を適用して検討したので、ここでは肉の袋売りに絞って報告する。 

 

3.2 肉の袋売りの実態と効果および消費者の受容性 

(1) 調査方法 

 肉の袋売りに取り組んでいる 3 事業者、および比較販売調査に協力が得られた京都市内の 2 事業者

にヒアリング調査を行った。またこれらに加えて、3 事業者で袋入り商品の購入調査を行い、肉の内

容量と容器包装の重量等との関係を検討した。さらに、袋売

りに対する消費者の受容性を評価するため、インターネット

調査を行った。インターネット調査は、肉の袋売りをしてい

る関東と全国チェーン計4事業者の店舗で普段肉を購入して

いる消費者(回収数 608)を対象として実施した。LCA による

トレイ売りと袋売りの比較については文献調査を実施した。 

(2) 袋売りの実態と小売店・消費者の受容性 

 対象商品としては、鶏肉のモモ、ムネはほぼ共通だが、そ

れ以外は事業者により、店舗により違いがあった。モモ肉の

袋入り商品の例を図 3.1 に示す。袋の素材は OPP、HDPE、

LDPE、真空パック、含気パック等があった。ヒアリングを

行った店舗では、手間の増加は多尐あるものの大きな問題に

なっておらず、包装資材のコスト低減につながるという。 

 消費者の受容性として、鶏・モモを例に購買行

動の状況を図 3.2 に示す。普段肉を購入している

店で袋売りしていることを認知している人の回

答結果である。購入割合を見ると、平均 40％～

60％程度となっている。ただし袋売りの認知率を

掛けて袋売りのシェアを計算すると 10～30％程

度と低くなり、店舗へのヒアリング等で聞いた数

字と近い値になった。このように認知率を踏まえ

て購入割合を推計することで、質問紙調査でも一

定の精度の推計が可能になると考えられた。なお

京都の比較販売調査時には、袋売りの売上げ割合

は品目平均で４割弱に上った。 

 廃棄ロスについては、事業者ヒアリングではト

レイ販売とほぼ同様か、むしろ尐なかった。インター

ネット調査でも、変わらないとする消費者の割合が

70～75％で、多い・尐ないとする意見も同数程度で

あった。肉の廃棄にはほとんど影響していないと考え

られる。 

(3) 各包装資材の重量と削減効果 

 各店舗で販売されていた商品の肉の量と包装材等

重量の関係を図 3.3 に示す。包装材等重量には、袋、

トレイ、ラップのほか、ラベルや吸湿材等の重量も含

めている。購入する商品は中身重量が売り場に出てい

た袋入り商品の最頻値または中央値近傍の商品とし

た。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ａ事業者

Ｃ・Ｄ事業者

関東・Ｂ事業者

名古屋・Ｂ事業者

鶏
・
も
も
肉

100％ 80～99％ 60～79％ 40～59％

20～39％ 1～19％ 0％ 袋入り商品ない

N=83

N=159

N=122

N=36

認知者平均：38%

認知者平均：57%

認知者平均：45%

認知者平均：37%

図 3.2 鶏・モモ肉の袋売り購入割合 

図 3.3 中身重量と包装材等重量の関係 

中身表示重量と包装材重量の関係
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図 3.1 鶏・モモ肉の袋入り商品の様子 
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 2ｇ前後に HDPE、OPP、4ｇ前後に LDPE、含気パックの商品が、また 6ｇ前後にトレイ入り商品

が分布する。中身重量が多尐変わっても容器包装サイズを変えないため事業者ごとにほぼ同じ重量と

なっている。▲は真空パック商品で重量はトレイと大きく変わらないが、この事業者は真空パック導

入に伴い流通用包装を省いているため、単純には評価できない点に注意が必要である。さらに LCA

による袋販売とトレイ販売の比較を行っている既存文献3では、１商品（トレイ＋ラップで 7ｇ、LDPE

袋＋テープで 2.2ｇを想定）あたり、29.2ｇの CO2が削減できると報告している。ラップと LDPE 袋

の製造工程を相殺するなどデータが不十分なところもあるが、ライフサイクルの CO2排出量も袋売り

の方が低いと推察される。 

 

3.3 コンジョイント分析による２Ｒ行動の受容性に関する量的評価と要因分析 

 肉の袋売りの場合は実施店舗が存在するので、実際の行動による受容性の評価が可能だが、２Ｒ行

動の中にはほとんど普及していないものもあるので、そのような方法のみで受容性を評価するのは困

難である。そこで本研究では、仮想的な状況下での選択実験により支払い意思額とその要因を評価す

るコンジョイント分析を用いた受容性評価手法についても検討した。対象としては肉のトレー販売を

取り上げた。一般に、容器包装は商品の見栄えを高めると同時に、保存・運搬に性能を発揮する。そ

れゆえ、そうした側面においては正の効用をもたらす機能である。しかしながら一方で、容器包装に

よって発生する環境負荷は、負の便益、つまり費用となる。このことから，コンジョイント分析の目

的は，容器包装に関する環境負荷を削減することの WTP とコストとのトレードオフを定量分析する

ことになる。さらに本研究ではランダムパラメータロジットモデル（RPL）を用いて分析を行い、こ

れによって得られた個人別の係数をもとに，袋売り4の WTP，真空パックの WTP，環境負荷削減の

WTP を個人別に計算した。そして、それらを被説明変数として重回帰分析を行い、これらの評価に対

する消費者属性の影響も分析した。 

  計量モデルでは容器性能、環境負荷、価格

の 3 属性で定式化した（表 3.1）。線形の効用

関数（主効果モデル）を想定した。消費者属

性としては、マイバッグ持参などの環境配慮

行動 3 項目、「できるだけごみを出さない暮

らしをしたい」などごみ問題に関する一般的意識 4 項目を用いた。いずれも５段階尺度で大きいほど

強く当てはまる。 

 データは，2010 年 2 月 19 日～20 日、愛知県内２箇所のスーパーマーケットにおいて実施したもの

を用いた。調査票は会計を済ませた消費者ほぼ全員にアンケートの趣旨と回答方法5を説明しながら手

渡した。3000 部配付され，949 部が回収された。コンジョイント分析は「選ばない」というオプショ

ンを含めて３選択肢の選択質問であり，繰り返し質問回数は一人当たり８回である。 

  表 3.1 のすべての係数は 1％水準で有意に推定された。その結果，消

費者は真空パック＞トレー（＋ラップ）＞袋の順で選好していることが

分かった。支払意志額は表 3.2 にまとめられる。 

トレー売りを基準にして、袋売りが受容されるためには価格にして約

10.4 円の値引きが必要である。容器包装性能が劣化することで、消費

者は不便を被るため、他の要因が同じであればその分価格が安くなけれ

ば購入されないことがわかった。一方で、真空パックならば、同量・同質の肉を購入する際に追加的

に約 5.8 円の支出までは受け容れられることがわかった。また，環境負荷を 1%削減することに対して

0.3 円の支払意志額が確認された。HDPE の袋による袋売りは廃棄物発生量を１／３程度に抑えるこ

とができる。これにより 35％の環境負荷削減が実現できるのならば、値引きをしなくても消費者に受

                                                
3 環境省(2010) 「平成 21 年度食品トレイからラップのみ包装への転換効果についての評価業務報告書」 
4 袋売りの写真としては HDPE の袋を使用したものを示した 
5 調査票回収は、店舗での調査票を配付し、自宅で調査票に回答し、返信用封筒（切手不要）に入れて投函することで行わ

れた。 

WTP（円）

袋売り -10.4

真空パック 5.7

環境負荷削減 0.3

表 3.2 支払意志額 

 

表 3.1 属性と水準 

 水準１ 水準２ 水準３ 水準４

価格(100gあたり) 78円 98円 118円 138円

容器包装 トレー売り 袋売り 真空パック －

環境影響 従来の20% 従来の60% 従来の80% 従来のまま
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容されることがわかった。 

 次に RPL の結果では、平均

値と標準偏差の比率（変動係数

CV）の観点から，真空パックに

対する評価のバラツキが大き

いことが分かった。そこで真空

パックの WTP についての要因

分析結果を示す（表 3.3）。 

 表 3.3 を見ると、「ごみを出

さない暮らしをしたい」が有意(10％水準)となっている以外、有意な影響が見られない。袋売りの WTP

の分析結果では、「マイ箸携帯・使い捨て食器の回避」(1％水準)、「ごみ削減のためには不便も仕方な

い」(5％水準)、「ごみを出さない暮らしをしたい」(10％水準)が有意となっているのと比べ、環境配慮

行動・意識の影響を相対的に受けていない。上記で示したように真空パックはトレイよりも WTP が

高いが、その要因は利便性等によるものではないかと推察された。 

このように RPL を用いたコンジョイント分析を用いることで、価格と機能・環境影響等のトレード

オフを考慮しながら、受容性の要因を定量的に分析できることが示された。 

 

3.4 クロスロードによる２Ｒ行動の受容性に関する質的評価と要因分析 

 ２Ｒ行動は何らかの消費を抑制することが多いため、立場により種々のリスクが存在し得る。市民

がこうしたリスクを熟慮した上で２Ｒ行動を受容するか、またその際の受容性に影響する要因は何か

を把握することは、長期的な２Ｒ行動の普及を考える上で重要である。本研究ではこうした観点から

2R 行動の受容性の要因分析のツールとしてリスク・コミュニケーションのツール「クロスロード：循

環型社会編」を開発し、その中に肉の袋売りを題材とした設問も用意した。以下、肉の袋売りに関す

る分析結果について報告する。 

 この設問では、次のような設定を置く。「あなたは…スーパーの経営者。エコのためにブロック肉の

袋詰め化が競合店で導入されている｡しかし，消費者が袋詰めの肉を買ってくれるか分からない｡今ま

でどおり食品トレーで売れば利益に影響はない｡袋詰めの肉を取り入れる？イエス：取り入れる，ノ

ー：取り入れない」。この設問を用いたゲームをグループワーク形式で実施した。その結果、グリーン

コンシューマーの活動メンバーでは，袋売りの促進を前提に，その具体的な方法が提案される一方で，

行政職員においては，販売にかかわるステークホルダーへの配慮やリスクの回避が読み取れた(表 3.4)。

クロスロードでは自身の選択に他者の選択の予測が影響するシステムであり，様々な立場に配慮して

熟考した結果と解釈される。さらに，設問の選択肢への選好や受容性要因がどのように分布するのか

を検討するため、一般市民を対象としたインターネット調査をマクロミルのパネル 700 名を対象とし

て実施した。その結果，肉の袋売りの導入には「環境配慮」が第 1 の要因であり，第 2 の要因となる

「経済性」は促進にも抑制にも働くこと等がわかった。 

 

表 3.4 クロスロードによる「スーパーの経営者」（1042 番）のイエス・ノーの理由 

イエス(袋詰めを取り入れる )の理由 ノー(取り入れない )の理由 

(グリーンコンシューマー活動メンバー) 
・エコをアピールできる｡新しい試みは店の宣伝になる｡ 
・やってみよう｡やってみないとわからない｡ 
・売れるかもしれない｡やってみないとわからない｡やって

みて改善｡ 
・エコのためならやる方向で｡チャレンジ｡経営者の使命と

しても社会に役立つことを常に考えるべき｡ 
・アピールの仕方しだいで売れる｡販売する人のアイディ

アに期待｡ 
・「さわらないように」の注意書きをすればかわりなく売

れると思う｡ 
・エコが世の中の流れならとりあえず１コーナーで様子を

みながら進めてみる｡ 
・ブロック肉はトレーだとラップが破れたりしてかえって

面倒｡私は現に袋で買っているから｡ 

(グリーンコンシューマー活動メンバー) 
・他で売れて問題がないとわかったらやってもよいが，今

は現状のまま様子見をする｡ 
 
(行政職員) 
・納品業者との関係もあるためもう尐し経過を見てから決

める｡ 
・利益に影響がなければ導入？ 
・利益優先｡（複数）とりあえず競争店の動きに注視して，

様子を見る｡ 
・いくらエコでもリスクを犯したくない｡コストダウン，
品質の向上策なら実施する｡  

・保守的意見で取り入れない｡取り入れても利益が上がる
保証がない｡逆に儲からんかも｡ 

 

表 3.3 真空パックの WTPと環境配慮行動・意識との関係 

係数 Std.Err. t P
マイバッグ持参・過剰包装削減 1.14 1.40 0.81 0.419
簡易包装等のお店選択 -0.32 1.16 -0.28 0.781
マイ箸携帯・使い捨て食器の回避 1.08 0.87 1.24 0.215
ごみ問題に非常に関心 -0.24 1.42 -0.17 0.866
環境にやさしい製品の購入 -0.36 1.43 -0.25 0.799
ごみ削減のためには不便も仕方ない 0.22 1.23 0.18 0.860
ごみを出さない暮らしをしたい 2.68 1.52 1.76 0.078
定数項 -13.00 7.20 -1.81 0.071
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■結論= 

 本研究で得られた主な結果は以下のとおりである。 

 

① リデュース・リユース対策の分析・評価手法のレビューと体系化 

 資源使用（廃物排出）の構造分解の視点によって２Ｒ行動の分類を行うとともに、関連した指標を

整理した。このように整理することで、各２Ｒ行動と物質フローとの関係を体系化し、各２Ｒ行動の

効果指標を作成する方法を示すとともに、特定の領域における新たな２Ｒ行動を発想する際のフレー

ムを与えることができた。 

一方、２Ｒ型商品の購買行動の測定手法を上記の指標体系と関連づけて体系化し、これを POS デー

タと商品実測調査を用いて実際に測定した。具体的にはシャンプーや粉末調味料の詰替化、ティッシ

ュ等消耗品の省資源化、飲料容器の変更、粉末商品化などによる発生抑制効果を推定し、その経年的

な変化を解析・定量化できた。また POS データを用いて２Ｒ対策の効果を定量化する際の留意点やそ

の特徴を明らかにした。 

 

② エネルギー消費型耐久消費財の長期使用・早期買替を判断するための意思決定支援手法の開発 

２Ｒ行動の LCA に関するレビューを実施し、その留意点を整理した。中でも種々の議論がある家

電製品等のエネルギー消費型耐久消費財の長期使用・早期買替について分析を行った。 

その結果、消費者が直面する様々な買替条件に対応でき、かつ買替判断における規範的指針を示す

ことができる評価手法として、既存の LCA アプローチを改良した prescriptive LCA という評価アプ

ローチを提案した。 

収集・整備した製品データ・製品利用データを用いて、省エネ型製品への早期買替、大型製品等製

品種の異なる製品への買替についての評価結果を示した。特に、ブラウン管テレビから液晶テレビと

いうように大きなモデルチェンジが行われた際の検討を行った。その結果より、1)冷蔵庫の買替はよ

さそう、2)エアコンは使用頻度に依存するため、あまり使っていないエアコンの買替は慎重な判断を

するべき、3)大型テレビへの買替は、現時点では環境負荷の面から望ましくないケースが多そうであ

り、さらなる製品改良に期待すべきといった知見が得られた。 

複数の環境負荷を考慮した場合の評価結果からは、今回採用した 3 つの統合化手法については採用

する影響評価モデルや評価対象地域などに違いがあり、結果も多尐は異なるが、エネルギー消費以外

の環境負荷を考慮しても冷蔵庫とテレビの早期買替判断には影響を及ぼさなかった。また、今回の評

価においては、廃棄物処分場消費による影響が比較的大きいなど、地域性のある環境影響が重要な部

分を占めていたため、評価手法の選定にはこの点への留意が必要となると考えられた。 

早期買替を先延ばしする検討結果からは、先延ばしをする際の等環境負荷線を提示できた。この等

環境負荷線を用いた試算によれば、平均的な製品どうしの買替であれば、買替判断時点の 1 年後に製

品の使用段階の省エネ性能が約 5%以上改善すると予見される場合には冷蔵庫は買替を先延ばしした

方がよく、省エネ性能が約 3.3%以上改善すると予見される場合にはエアコンは買替を先延ばしした方

がよいことが示された。 

 

③ 容器包装のリデュース・リユース対策の分析・評価 

 ２Ｒ行動を普及させるためには、２Ｒ行動の受容性、および受容性に影響する要因について把握す

ることも必要となる。本研究では販売段階における容器包装の２Ｒ対策として生鮮青果物の裸売り、

各種食品のセルフ量り売り、肉の袋売りを取り上げて、その実態と効果について検討するとともに、

受容性およびその要因について分析を行った。またこうした２Ｒ行動普及の取り組みとして地域協定

方式と宅配サービスの可能性について検討した。特に近年注目されている肉の袋売りについて、多様

な調査・分析手法を適用して検討したので、概要版では肉の袋売りに絞って報告した。 

 肉の袋売りについては、販売状況からも、支払意志額からも、袋入りは一定、消費者に受容される

ことが示された。実施に踏み切った小売事業者は、多尐手間は増加するものの、懸念された販売の手
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間、肉のロス増加についても特に問題は見られなかった。包装資材の削減効果は 1/3～2/3 程度と推定

された。 

 コンジョイント分析を適用した結果からは、袋売りの中でも、HDPE の袋と真空パックでは消費者

の受容性は異なり、HDPE 袋の場合は、包装の評価としてはトレイより低いものの、環境負荷削減が

１／３程度以上あると認識されれば、トレイと同等と評価されることがわかった。実際、HDPE 袋の

WTP は環境配慮行動・意識との関係が相対的に強かった。一方、真空パックは包装としてはトレイよ

りも好まれる傾向にあるが、その WTP は環境配慮行動・意識でほとんど説明されず、環境面の評価

とは別の観点から選好されていると考えられた。またランダムパラメータロジットモデルを用いるこ

とで、このような２Ｒ行動の受容性の要因分析が可能となることを示した。  

 さらに、ゲーミング手法のクロスロードを２Ｒ行動に適用して、その受容性の要因分析を行った。

その結果、スーパーマーケットの経営者の立場で考える場合でも、グリーンコンシューマーの活動メ

ンバーと行政職員では意思決定構造に違いがあることが抽出された。さらに選択肢への選好や受容性

要因の分布をインターネット調査で検討した。その結果、肉の袋売りの導入には「環境配慮」が第 1

の要因であり，第 2 の要因となる「経済性」は促進にも抑制にも働くことが示された。このようにク

ロスロードは，ワークショップ形式による熟考をともなう受容性評価の要因分析とともに、質問紙調

査を用いた意見分布評価も可能であることを示した。 
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